
 

【項目別調査結果】 
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事前相談の実施

都道府県 保健所設置市 特別区

○ ２自治体(※)で事前相談の実施を義務付けており、那覇市は要綱、文京区はガイドラ

インで定めている。 

〇 ５７自治体において、事前相談の実施を推奨しているが、多くの自治体において、ホ

ームページ等で事前相談が必須であると誤解を与えるような案内が行われている。 

○ 事前相談の内容としては、手続き方法や提出書類全般の確認等の届出に関する内容や

届出住宅における条例との関係、安全措置の実施状況等の事業者に課せられる義務の対

応状況に関する内容などとなっている。 

（※）那覇市、文京区 

１．事前相談の実施 

〇上記調査において、「推奨している」と回答した５７自治体のホームページや手引き等 

 を観光庁において確認したところ、下記の２６自治体において、あたかも事前相談が必 

須のような記載が確認された。 

 東京都、兵庫県、鳥取県、川崎市、京都市、堺市(※)、神戸市、岡山市、 

八王子市(※)、倉敷市、町田市、千代田区、港区(※)、台東区、墨田区、江東区、 

品川区(※)、目黒区、大田区、世田谷区、杉並区、荒川区、板橋区、足立区、 

葛飾区、江戸川区 

(※)堺市、八王子市、港区、品川区においては既にホームページ等を修正済み。 

＜記載の実例の一部＞ 

・届出前に必ず相談してください。 

・窓口にて事前に相談を受けていただくこととしています。 等 

 

〇上記２６自治体のうち、一部の事業者より「事前相談を求められる」と指摘のあった自 

治体に対しては、追加のヒアリングを行い、下記の回答を得ている。 

（京都市） ホームページ等において「必ず受付窓口において事前協議をしていただく」 

と記載されている点を指摘したところ、「義務化していないが、事前協議を 

しない場合、書類の不備等によりかえって時間を要してしまう場合がほとん 

どであるため、ホームページ等に事前協議をするよう掲載している」とのこ 

と。 

（港区）  ホームページ等において「窓口で事前相談を受けてください」との記載を指 

摘したところ、「あくまで推奨であるため、届出者に誤解を与えないよう記 

載内容について修正する」との回答があり、その後「窓口で事前相談をお勧 

めしています」との記載に修正を行っている。 

（江戸川区）区指定のフォーマットを窓口に取りに行くため、窓口に訪問しなくてはなら 

ないとの指摘があったことについて、「フォーマットを渡すこととしている 

ため、事前相談を推奨しているが、窓口に来られない場合は郵送等でも対応 

している」とのこと。尚、今後ホームページに掲載する予定であるとのこと。 

（別添１） 
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書面を推奨

システムを推奨

書面を指定

特に推奨していない

届出方法の案内

都道府県 保健所設置市 特別区

○ ７８自治体において、システムを活用した届出を推奨しているが、特に推奨していな

い自治体が２３自治体であった。 

その他、一部の事業者より「システムによる届出を受け付けない」と指摘のあった自治体

に対し追加のヒアリングを実施。各自治体からの回答は以下のとおり。 

 

〇京都市：市作成の手引きにおいて、「市独自の添付書類について電子的な提出ができな 

いため、届出書のみシステムで作成し、届出書と添付書類については窓口に持参するこ 

とを推奨」と記載がある点について、「独自の添付書類を９～10種類求めているが、民 

泊制度運営システムには５種類までしか添付できない(※)ため、書類の提出は窓口への 

持参を推奨している」とのこと。 

(※)国の運営する民泊制度運営システムにおいて、自治体独自の添付書類についてアップ 

ロードできる欄が５つ設けられているが、複数の書類を一つのファイルとして電子化す 

れば一つの欄に添付することができ、５種類までしか添付できないものではないことを 

観光庁より京都市へ説明したところ、手引きの見直し等について今後検討するとのこ 

と。 

 

〇中央区：従来からシステムによる届出を受け付けているが、現在システムによる届出を 

特に推奨しておらず、利用率が高くないことから、今後は届出件数をみながらシステム 

利用を推奨していくとのこと。 
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２．届出方法の案内 
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条例
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根拠はない
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法令に規定された書類以外の提出書類の根拠

都道府県 保健所設置市 特別区

○ ９２自治体において、法令に規定されている以外の独自の書類の提出を届出時に求め

ている。 

○ 求めている書類としては、消防法令適合通知書、周辺住民への周知等を確認する書

類（事前周知書類）、第 6条の安全措置の状況を確認する書類などが多くなっている。 

○ 提出を求めている根拠としては、条例で定めているのは２８自治体で、ガイドライ

ンや要綱に定めている自治体が多い。根拠なしとの回答も６自治体(※)からあった。 

（※）山形県、沖縄県、川崎市、神戸市、川口市、尼崎市 

〇 そのほか、「その他」との回答の中で、手引きや要綱を根拠としている自治体が多い 

が、埼玉県、枚方市ではホームページ、また、岩手県は住民票を求めている根拠として、 

国のガイドライン（注）との回答であった。 

（注）国のガイドラインにおいて、「住基ネットによる届出者の実在が確認できない場合において、住民票の 

提出を求めるものとする」としており、一律に住民票の提出を求めるものではない。 

その他、自治体が提出を求めている主な書類 

・消防法令への適合に関する書類（57件） 

・第 6条の安全措置の状況を確認する書類（40件） 

・個人情報の取り扱いについて確認する書類（※）（８件） 等 

(※)ホームページへの公表等について承諾を得るための書類 

３．届出時の提出書類 
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４．現地調査の実施  
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受理の条件として義務付け

任意で実施

実施していない

その他

現地調査の実施

都道府県 保健所設置市 特別区

○ １８自治体において、任意の現地調査を実施している。 

○ 現地調査の実施時期としては、届出受付から受理までの間が８自治体(※)、事業の開

始までが９自治体となっている。その他、時期に関わらず実施している自治体もある。 

○ 現地調査で確認している内容としては、図面との一致など届出内容との確認や標識の

掲示等事業者の義務の遂行状況の確認等がある。 

(※) 秋田県、群馬県(注)、滋賀県(注)、京都市、鳥取市、那覇市、千代田区、新宿区 

(注) 群馬県、滋賀県において、現地調査は自治体が必要と判断した場合に実施。過去に実施した実績は 

   それぞれ１件のみ。 

現地調査において、自治体が確認している主な内容 

・標識の掲示状況 

・届出時に提出された図面との一致 

・安全措置の実施状況         等 

４．現地調査の実施 
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届出受付前の提出を要求

届出受理前の提出を要求

届出受付前に代替書類提出を要求

届出受理前に代替書類提出を要求

消防法への適合を求めるのみ

その他

消防法令適合通知書の提出

都道府県 保健所設置市 特別区

○ ６６自治体において、届出の受理までに消防法令適合通知書もしくは代替書類の提出

を求めている。 

○ １４自治体(※)は、届出受付までに消防法令適合通知書もしくは代替書類を求めてい

る。 

○ 適合を求めるのみとしている自治体もあり、比較的柔軟な対応もみられる。 

(※)岡山県、高知県、長崎県、川口市、金沢市、神戸市、八尾市、姫路市、奈良市、 

鳥取市、品川区、目黒区、板橋区、江戸川区  

５．消防法令適合通知書の提出について 

その他、一部の事業者より事前の立入検査を求められると指摘された自治体に対し、追加

のヒアリングを実施。各自治体からの回答は以下のとおり。 

 

〇川崎市：消防法上、一般住宅・共同住宅と判定される場合は現地調査を省略しており、 

調査が必要な場合でも事業者の了解を得た場合に実施しているとのこと。 

〇京都市：安全確保と届出内容の真正性を担保するため、要綱に基づき現地調査を実施。

受理前に実施しなかったケースもあるが、受理後に立入検査を行っているとのこと。 

〇那覇市：届出者の了解を得て、現地調査を行うこととしており、実施せずに受理した 

ケースもあるとのこと。 

〇千代田区：条例第 14条で「届出を受けたときは、当該届出の内容について実地におい 

て確認を行うものとする」としている。「調査の時期は定めていないが、運用としては 

受理してしまうと内容に誤りがあった場合にシステムで修正できないため、現状はすべ 

て受理前に現地調査を実施している」とのこと。 

〇新宿区：届出者に現地調査を推奨していることを伝え、了解を得た上で現地調査を実施 

している。受理前に調査を行った割合は約 95%であり、受理前に実施しなかった場合、 

受理後に立入検査を行うこととしているとのこと。 
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システム経由

メール
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届出番号の通知方法

都道府県 保健所設置市 特別区

○ ７４自治体が、２週間以内と回答している一方、２週間以上を要している自治体も２

２自治体あった。 

○ また、回答の中には、不備解消後からの処理期間と記載している自治体もあり、不備

解消までに要する期間は、不備内容によっても異なることから、自治体側の認識と届出

者側の認識で異なっている可能性もあり、さらなる実情の確認が必要である。 

○ 届出受理後は速やかに届出番号の通知が行われており、その方法は、システム経由や

書面による方法の他、電話やメール等も使われている。 

○ 多くの自治体において、関係部署への事前相談や廃棄物の適正な処理について、条例

やガイドライン等で求めている。このうち、委託事業者に係る情報を必須としている自

治体が１自治体（※）あった。 

 （※）豊島区 

６．廃棄物処理に係る情報 

７．届出受付から受理までの期間と届出番号の通知方法 

6 



 

 

  

 

 

  

 

 

 

45

2

27

4

22 94

6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

している

していない

事業者情報の公表

都道府県 保健所設置市 特別区

45

44

4

2

29

26

27

4

1

12

20

23

5

9

15

91

94

13

12

56

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

届出番号

届出住宅の住所

事業者名

連絡先

その他

事業者情報の公表内容

都道府県 保健所設置市 特別区

14

41

3

8

27

1

8

19

1

30

87

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

連絡会議の実施

必要に応じて情報共有

その他
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都道府県 保健所設置市 特別区

○ ９４自治体において、事業者情報の公表を行っている。 

○ 公表内容としては、届出番号、届出住宅の住所、届出年月日がほとんどの自治体で公

表されている。その他、管理業者に関する情報を公表している自治体もある。 

○ 公表方法は、ホームページへの掲載が主となっている。 

○ 他部局との連携については、３０自治体において、連絡会議を実施している。 

８．事業者情報の公表 

９．他部局との連携に向けた取組 
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外国語の問い合わせ対応

都道府県 保健所設置市 特別区

○ ほとんどの自治体において、インターネット上に専用ページを作成して、制度概要や

自治体の条例・ルールについて示している。 

○ 全体の約四分の一の自治体では事業者向けの説明会を行っている。 

○ まだ事例がない自治体も多いが、臨時職員を配置するのではなく、アプリの活用や自

治体内の国際関係部署との連携等により、常勤職員の中で対応しているケースが多い。 

○ 日本語を話すことができる人の同席を求めることも多い。 

10．制度周知に向けた取組状況 

11．外国語を話す届出者への対応 

8 


